
貸 借 対 照 表
(2023年 3月 31日 現在)
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(注)記載金額は、千円未満を切捨てて表示しているc



個 別 注 記 表

〔
2022年 4月  1日 から
2023年 3月 31日 まで 〕

I.重要な会計方針に係る事項

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

移動平均法による原価法

最終仕入原価法

2.固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産 定額法

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

従来、彗社は、有形固定資産の減価償却方法について、定率法を採用していたが、当事業年
度から定額法に変更している。
この変更は、親会社の四国電力いが有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額法に変更
することを契機としたものであり、当社が保有する資産について経済的便益の費消パターンを
検討した結果、概ね、長期的かつ安定的に使用され、投資効果は、耐用年数にわたり均等に配
分する定額法が、より経営実態を道切に反映すると判断した。

この変更に伴い、従来の方法に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利
益がそれぞれ 149,199千 円増加している。

3.引 当金の計上基準

(1)貸  倒  引 当  金 売掛債権等の貸倒れに備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。

(2)賞  与  引  当  金 従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上している。

(3)退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上している。

4.収益・費用の計上基準

当社は、主としてケーブルテレビ事業およびインターネット事業を営み、顧客との契約に基づ

き、テレビ番組の放送およびインターネット回線の提供を行つており、約束したサービスを提供
し、当該サービスの履行義務が充足されるサービスの提供が完了した時点で、当該サービスと交換
に受け取ると見込まれる金額で収益を認識している。
なお、顧客に支払われる対価は、関連するサービスを開始し、収益を認識する時点で取引価格か
ら減額している。
また、所有権移転外ファイナンス・ リース取引については、リース料受取時に売上高と売上原価
を計上する方法によつている。


